
アンケート調査結果の概要 
 

Ⅰ．アンケートの概要 

 ◎目的 

滋賀県産業振興新指針の改訂にあたり、産業振興方策の見直しのための基礎資料とするため、

滋賀県内製造業の実態を把握するために実施。 

 ◎調査方法 

  対象者：「滋賀県企業要覧 2003」に記載された滋賀県内の製造業 1,002 社 
  方 法：郵送による配布および回収 
  期 間：平成 19 年７月６日（木）～７月 20 日（木） 

 ◎回収結果 

配布数※ 回収数 回収率 有効回収数 有効回収率 
975 375 38.5% 375 38.5% 

    ※対象者 1,002 社からあて先不明での未送付数（27 社）を差し引いた数 

 

Ⅱ．回答者の属性 

 
■対象企業のうち、地元企業（本社が県内に所在）は 77.3%、

進出企業（本社が県外に所在）は 20.3%。 

■県内における所在地は、湖南地域が最も多く 22.1%、甲賀地

域、湖東地域と続く。 

■業種については、その他製造業が 14.7%で最も多く、金属製

品、電気機器、繊維・工業、一般機器が続く。 

■従業員規模については、30 人未満の企業が約半数を占めてお

り、小規模な企業が多くなっている。 

■直近の売上高については、不明・無回答を除くと５億円未満

の企業が過半数を占めている。 

 
  【従業員規模の割合】   

 
1 億円未

1 億円～3 億円未

3 億円～5 億円未

5 億円～10 億円未

10 億円～50 億円未

50 億円～100 億円未

100 億円～300 億円未

300 億円～500 億円未

500 億円以

不明・無回

3.5

14.9

16.8

10.4

22.9

16.0

2.4

1.3

2.9

8.8

0.0 10.0 20.0 30.0

(%)
1～3 人 

4～9 人 

10～19 人 

20～29 人 

30～99 人 

100～299 人 

300～499 人 

500～999 人 

1000 人以上 

不明・無回答 
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【地元企業・進出企業の割合】
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14.9

17.1

9.6

9.3

17.1

5.1

4.0

0.8

3.5

18.7

0.0 10.0 20.0

(%)
満

満

満

満

満

満

満

満

上

答



Ⅲ．アンケート調査結果のポイント 

 
１．事業の概要について 

「県内での調達や納品・販売が依然として多い」 

「海外（特に中国）での調達や納品・販売が増加」 

「海外進出企業は、コスト削減と市場拡大を求め中国、市場拡大を求め北米へ」 
  
（１）事業内容のタイプ（問２） 

■依然として「多品種の少量生産を行っている」企業が約６割程度を占める。 
 

（２）原材料や資材の調達先（問３） 

■約８割が滋賀県内であり、その割合は増加傾向にある。 

■海外からの調達が約３割となっており、その割合は増加傾向にあります。特に、地元企業は

前回調査（2001 年）から 1.5 倍程度と大きく増加している。 

■海外のからの調達先については、依然として中国が約６割と最も多くなっており、特に中国

を調達先とする進出企業は前回調査（2001 年）から比較すると 2.4 倍程度と大きく増加して

いる。 

■地元企業では、インドネシア・マレーシア・タイ・フィリピンなどの東南アジアや、ヨーロ

ッパを調達先とする企業が大きく増加している。 

■海外からの調達の推移については、企業の過半数が「増加傾向」と回答している。 

 
  【地元企業の調達先(01 年と 07 年の比較)】
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32.3

8.1

9.7

8.1

19.4

6.5

1.6

3.2

6.5
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27.7

16.9

6.2

18.5

7.7

4.6

0.0

0.0

9.2

38.7

17.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

今回調査（2007年）

前回調査（2001年）

（％）
中国

韓国・シンガポール・台湾

インドネシア・マレーシア・タイ・フィリピン

インド

その他の東南アジア

米国・カナダ

中南米

ヨーロッパ

オーストラリア・ニュージーランド

中近東

アフリカ

その他

 【地元企業の海外の調達先(01 年と 07 年の比較)】
75.9

47.6

35.2

32.1

15.9

12.4

21.4

1.0

67.1

34.2

27.5

12.5

18.7

10.1

14.0

1.5

11.4

35.5

35.9

51.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

今回調査（2007年）

前回調査（2001年）

（％）

滋賀県内 

京都府内 

大阪府内 

その他近畿 

東海・北陸 

中国・四国・九州 

関東 

その他の国内 

海外 

不明･無回答 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）製品の納入・販売先（問４） 

■約８割が滋賀県内であり、その割合は増加傾向にある。 

■海外への納入・販売が約２割となっており、特に、地元企業は前回調査（2001 年）から 1.6

倍程度と大きく増加している。 

■海外への納入・販売先については、中国が約６割と最も多くなっています。特に中国を納入・
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販売先とする地元企業は前回調査（2001 年）から比較すると 1.7 倍程度と大きく増加してい

る。また、ヨーロッパを納入・販売先とする地元企業も大きく増加している。 

■海外への納入・販売の推移については、企業の過半数が「増加傾向」と回答している。 

 
  【地元企業の納品・販売先(01 年と 07 年の比較)】
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中国

韓国・シンガポール・台湾

インドネシア・マレーシア・タイ・フィリピン

インド

その他の東南アジア

米国・カナダ

中南米

ヨーロッパ

 【地元企業の納品・販売先(01 年と 07 年の比較)】

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４

■

■

■

■

 

 滋賀県内

京都府内

大阪府内

その他近畿

東海・北陸

中国・四国・九州

関東

の他の国内

海外

不明･無回答

1.7

前回調査（2001年） オ

）海外進出について（問７） 

依然として約７割が海外進出は考えていな

海外進出をしているもしくは検討してい

い。また、２番手は３割で北米となってい

中国を対象地とする動機については、「製

め、一方、北米については「海外市場の拡

地元企業の中国や北米への進出（もしくは

 
 【海外進出の対象地（予定地）】 
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台湾 
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前回調査（2001年）
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い。 
る企業の進出対象地は、中国が約６割で圧倒的に多

る。   
造コストの削減」と「海外市場の拡大」が多くを占

大」が多くを占めている。 
進出意向）は大きく増加している。 
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現

現
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親

海

新

  【中国、北米への進出の主な動機】 

69.0

16.7

7.1

23.8

19.0

4.8

38.1

4.8

2.4

2.4

5.9

88.2

11.8

11.8

5.9

0.0

5.9

41.2

5.9

0.0

0.0

0.0

71.4

2.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

中国 北米

（％）

製造コストの削減

海外市場の開拓・拡大

地の優秀な人材の活用

地企業の技術力の活用

原材料等の調達

の分散によるリスクヘッジ

会社との取引関係

外市場の情報収集

生産規模の拡大

規事業を興すため

その他

不明・無回答



２．業績について  

 「従業員規模により売上高や今後の見通しに格差が発生」 

「少子高齢化や人口減少社会の到来、金融・税制度の変化がマイナスの影響を及ぼす」 

「人材育成が大きな課題となり、今後は質の高い人材を求める企業が増加」 
  
（１）最近 10 年間の売上高の変化（問 8） 

 【従業員規模別の最近 10 年間の売上高の変化】
■全体としては、売上高が増加している

企業が３割程度を占めている。 
0% 20% 40% 60% 80% 100%

増加している あまり変わらない
減少している 不明･無回答

全体
1～3 人
4～9 人

10～19 人
20～29 人
30～99 人
100～299 人
300～499 人
500～999 人
1000 人以上

■従業員規模が小さい企業は、売上高が

減少しており、大きい企業は増加して

いる。 
■「多品種の少量生産を行っている」企

業は売上高が減少しており、「少品種

の大量生産を行っている」企業は増加

している。 
 
 

（２）今後５年の売上高の見通し（問９） 
 【従業員規模別の今後５年の売上高の見通し】

■全体としては、あまり変わらない企業

が５割程度を占めている。 全体
1～3 人
4～9 人

10～19 人
20～29 人
30～99 人
100～299 人
300～499 人
500～999 人
1000 人以上

0% 20% 40% 60% 80% 100%

増加する見込み あまり変わらない
減少する見込み 不明･無回答

■従業員規模が大きい企業は増加する

見込みとなっているが、小さい企業は

変化なし。 
 
 

（３）社会経済情勢の変化が及ぼす影響（問 10） 

■「技術革新の進展」「情報化の進展」

は事業活動にプラスを及ぼしている。 
■「金融環境の変化」「税制度の変化」「労 

働市場の変化」「少子・高齢化の進展」「人口減少社会の到来」は事業活動にマイナスの影響

を及ぼしている。 
 
（４）経営資源充実のために今後必要となるもの（問 12） 

 【経営資源充実のために今後必要となるもの】
■質の高い人材を求める企業が約

７割で圧倒的に高くなっている。 
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29.6

26.1

36.5

32.8

25.3

14.1

3.5

18.7

9.3

0.0

1.3

69.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

(%)

 質の高い人材
仕入先や販売先との安定した取引関係

資金面・財務面
水準の高い技術や研究開発力

製品・商品の企画力
高性能な生産設備

短納期･小ロット発注など多様なニーズへの対応
大学等研究機関とのネットワーク

販売方法・販売システム
情報の発信力・収集力

その他
不明・無回答

（５）経営上、操業上の課題（問 13） 

■人材の育成が約６割で高くなっ

ている。ただし、従業員規模が

小さい企業では、売上・受注の

減少や製品単価の低下などが課

題として多くなっている。 

 



３．今後の方向性について  

「製品の付加価値と技術力の向上を目指す」 
 
 

（１）今後の事業活動の展望（問 14） 

現在の製品、生産体制を維
製造品目を絞り、より

製造品目
製品の付加価値

技術力を
新製品の開発

設備投資
販売力を

成長分野等の新分野に進出
海外生産を
国内生産を

他の業態
近い将来

はっきリとした目標は持

不明

■全体としては、製品の付加価値

や技術力の向上を目指す企業

が多くなっている。 
 
 
 
 
 
 
 
４．製造拠点としての滋賀県について  

「現在のメリットは地理的な優位性、今後必
 
 

（１）滋賀県のメリット（問 15） 

■全体としては、立地や交通インフラの優位性、従業

などの地理的な項目が上位を占めている。 

■進出企業では、依然として地理的な優位性がメリッ
 

（２）今後滋賀県に必要な条件（問 16） 

■全体としては、適正な人材の確保が約７割で圧倒的

■進出企業では、前回調査（2001 年）と比較すると、適

り、人材確保への要望が強くなっているのがわかる

 
 【滋 【滋賀県で操業するメリット】  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

立地や交通インフラが優れ、物流面で有利 

人材の確保が容易 

従業員の通勤に便利 

教育・文化・都市基盤が整っている 

大学・研究所が多く立地し、研究開発を進めるのに適している 

充分な工業用水の確保が可能 

外注先の確保がしやすい 

部品等の原材料の供給地に近い 

人口増加等、今後大いに発展が期待される 

京阪神大都市圏に近い 

各種優遇措置が充実している 

行政のアフターフォローが充実している 

その他 

不明・無回答 

8.8

36.8

1.9

4.3

7.5

9.1

10.1

14.7

32.3

0.5

2.4

11.5

6.7

50.1

0.0 20.0 40.0 60.0
(%)
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 【今後の事業活動の展望】 

46.7

14.9

25.6

65.6

69.1

43.2

26.4

45.3

18.1

5.1

3.5

2.9

1.6

1.6

1.3

1.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

(%)
持継続する

専門化する
を広げる
を進める
強化する
を進める
を進める
強化する
・参入する
強化する
強化する
への転換
廃業する
っていない

その他
・無回答

要となる条件は人材確保」 

員の通勤の利便性、京阪神大都市圏に近い

トとして考えられている。 

に多くなっている。 

正な人材の確保が 1.7 倍程度増加してお

。 
賀県で事業を発展させていたくために必要な条件】

15.7

69.9

12.0

5.9

3.2

32.0

12.8

25.1

12.0

4.8

2.9

31.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0
(%)

交通インフラの整備等、物流機能の充実 

情報・通信インフラの整備 

適正な人材の確保 

都市的魅力の向上 

教育・文化環境の充実 

充分な工業用水の確保 

地元企業との連携 

大学や試験研究機関との連携 

各種優遇措置の充実 

行政との連携 

その他 

不明・無回答 



５．ＩＴ導入について  

「ＩＴ導入によるＩＴ化が進む」 
 
 

（１）ホームページとＥメールの保有状況と利用状況（問 17） 

■ホームページ、Ｅメールともに保有

する企業が大きく増加している。 

2

2

■インターネットの利用状況につい

ては、情報収集や情報共有、さらに

は情報発信といった利用が大きく

増加しており、企業でのＩＴ導入が

進んでいることが伺える。 

 

６．新規成長分野への進出・参入 

 「進出・参入企業では環境分野への進出

  「販路や顧客の拡大、専門知識・ノ
 
 

（１）最近 10 年間の進出・参入状況（

■進出・参入していない企業が約８割を占

■進出・参入している企業については、環境

また、進出・参入の結果については、概

程度を占めており、順調な状況がうかが

 
    【最近 10 年間に進出・参入した分

 

環境・リサイクル関連 

健康福祉・医療関連 

観光・レジャー・文化関連 

バイオテクノロジー関連 

情報通信関連 

その他 

不明・無回答 

46

26.3

10.5

13.2

19.7

13.2

0.0

0.0 20.0 40.0

 
 
 
 
 
 

 
■進出・参入時の課題としては、販路

や顧客の拡大、専門知識・ノウハウ

の習得などが多く挙がっている。 
■専門知識・ノウハウ不足、販路・顧

客の開拓困難が、新分野に進出・参

入しなかった理由として多く挙がっ

ており、進出・参入時の課題との相

関性が見られる。 
 

 

 【地元企業のＨＰの保有状況(01 年と 07 年の比較)】

67.2

38.1

15.5

28.4

14.8

26.7 6.9

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保有している 保有を検討中である

今後も保有の予定なし 不明・無回答

007 年

001 年

・参入が多く、概ね良好な結果が得られている」 

ウハウの習得への支援が進出・参入の鍵」 

問 18） 

めている。 
分野への進出・参入が約５割と最も多くなっている。

ね良好な結果（収益に貢献、良い見通しなど）が６割

える。 

野】        【進出・参入した結果】 

.1

60.0

(%)
27.6

30.3

13.2

17.1

0.0

3.9

7.9

0.0 20.0 40.0

(%)
既に収益に貢献している

良い見通しがある

なかなかうまくいかない

まだわからない

撤退を検討している

その他

不明・無回答

販路

専門知識・

既存従

市場に関す

許認可取得な
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   【進出・参入時の課題】 

27.6

25.0

10.5

34.2

13.2

3.9

0.0

6.6

0.0 20.0 40.0 60.0

)資金の調達

や顧客の開拓

ノウハウの習得

人材の確保

業員の再教育

る情報の収集

ど行政上の手続き

特になし

その他

不明・無回答

53.9

50.0

(%



（２）進出・参入意向（問 19）  【新規成長分野への進出・参入の意向)】 

■約２割の企業が進出・参入意向がある。 
不明・
無回答
10.7%

意向はない
21.6%

どちら
ともいえな
い 47.7%

意向がある
20.0%■「研究開発や新製品の開発を主体として行ってい

る」企業の進出・参入意向は、他の企業より圧倒

的に高い。 
■進出・参入意向のある企業の中でも、環境分野へ

の進出・参入意向が約５割で圧倒的に多くなって

いる。 
 
７．自治体の取り組みについて  

「人材育成や人材確保に関する支援への要望が大きい」 
 
 

（１）取り組みの情報入手先（問 20） 

■商工会議所、商工会からの情報提供が約６割で最も多くなっている。また、関係団体からの情

報提供も多くなっており、産業関連の団体を通じての情報収集が多くなっていることがわかる。 
 

（２）期待する取り組み（問 21） 

■全体では、人材育成・確保や資金・税金に対する支援など直接的な支援が上位を占めている。 
■地元企業は税等の優遇措置、進出企業は人材確保に関する支援を求めている。 

 ■従業員規模が大きい企業からの人材確保への要望が大きい。一方、従業員規模が小さい企業に

ついては、税等の優遇措置が最も多くなっている。 
 ■地元企業および進出企業ともに、人材育成や確保に関する支援が増加している。 
 

   【自治体に期待する取り組み】 
 

43.5

29.9

30.4

45.9

15.2

8.0

20.0

10.1

7.7

8.8

10.9

8.8

9.6

17.1

10.4

12.0

11.5

2.7

6.1

28.5

0.0 20.0 40.0 60.0
(%)

直接的な支援 

人材育成に関する支援

人材確保に関する支援

工場・研究所等の建設や設備の導入に対する支援

資金調達手段の充実（融資等）

税等の優遇措置

マーケティングや新たな市場開拓に対する支援

経営に関する支援（経営診断、専門家派遣等）

技術開発への支援

製品のブランド力向上に対する支援

新分野進出に対する支援や創業・ベンチャー支援

産学官連携への支援

企業間連携への支援

技能や技術を評価する社会環境づくり

自然環境や文化的環境が整った魅力的な環境づくり

高速道路等の交通インフラの整備

情報・通信インフラの充実

研究開発、実験の場としての公設試験研究機関などの充実

支援策などの積極的なＰＲ等情報提供

その他

不明・無回答
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